
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

101,316 千円

111,836 ≫千円

国庫支出金 83 千円
県支出金 0 千円
地方債 0 千円
その他 17,266 千円

一般財源 83,967 千円

担当課 総務部安全対策課 課長 尾曲　芳行

担当者 松本　亘宏 問合せ先 0957-53-4111(内線268)

施策 1001 消防・救急体制の充実
≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名 消防団運営事業 拡充 予算額

事業期間 令和７年 ～ 令和９年 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

消防組織法

近年は、消防団員の退団者が増加し、減少に一途をたどっている状況が全国的に大きな問題となっており、消
防団員の確保が喫緊の課題となっている。また、各地で線状降水帯等が発生するなど、災害に対する備えや、
それに対する知識といった防災力の向上への関心が高まっている。これらの状況をカバーするために、年々
「防災士」の資格についてのニーズが高まっている背景があるため、団員に資格取得の助成を行い、消防団加
入のメリットとしての施策と、地域防災力の向上を同時に行い、より防災に対する認識を深めてもらうために
実施するもの。

【事業目的】
地域においての消防団に対する認識を深め、消防団への加入促進・活動への協力体制を向上させるため
【事業概要】
非常備消防の体制の充実を図り、新たな消防団員の確保や団員の維持に努める。
【対象】
大村市消防団
【拡充内容】
　消防団員の確保及び地域防災力の向上を推進するため、消防団員の中で防災士の資格を取得しようとする者
に対し、防災士養成事業補助金を交付するもの
　防災士の資格取得に必要な受験料3,000円、認証登録料5,000円の合計8,000円を交付する。･･･①
　消防団員(分団長以上)については、教本代4,000円、認証登録料5,000円の合計9,000円を支払えば、特例と
して受験免除で「防災士」の資格取得が可能となるため、手続きに必要な9,000円･･･②
　①8,000円× 5名＝ 40,000円
　②9,000円× 5名＝ 45,000円
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
Ｒ５

(実績)
Ｒ６

(計画)
Ｒ７

(計画)
Ｒ８

(計画)
Ｒ９

(計画)

申請者数 計画値 人 10 10 10 10 10

計画値

指標名 単位
Ｒ５

(実績)
Ｒ６

(計画)
Ｒ７

(計画)
Ｒ８

(計画)
Ｒ９

(計画)

資格取得者数 計画値 人 10 10 10 10 10

計画値

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ 合計
事業費 111,985 97,807 111,836 101,316 113,406 113,406 649,756

国庫支出金 0 0 120 83 0 0 203
県支出金 0 0 0 0 0 0 0
地方債 0 0 0 0 0 0 0
その他 16,694 18,106 17,779 17,266 18,106 18,106 106,057

一般財源 95,291 79,701 93,937 83,967 95,300 95,300 543,496
人件費 12,623 12,351 12,325 12,623 12,623 12,623 75,167

職員(人) 1.40人 1.40人 1.40人 1.40人 1.40人 1.40人 8.40人
時間外勤務(h) 851h 715h 702h 851h 851h 851h 4821h
会計年度任用職員(人) 0.40人 0.40人 0.40人 0.40人 0.40人 0.40人 2.40人

フルコスト 124,608 110,158 124,161 113,939 126,029 126,029 724,923

妥当性
(市の関与)

新たな消防団員の確保と、地域の防災力の向上のために市が助成することは妥当である。

有効性
(施策貢献度)

年々減少している消防団員を確保するという意味でも、入団するきっかけにあり得る施策で
あり有効である。

効率性
(コスト)

助成額についても、8,000円/人・9,000円/人と少額であり、資格取得により消防団員の防災
に関する深い知識の習得と､今後の防災に関する各地域の訓練に大いに活用できるものであ
り、費用対効果は大きい。

1次評価 担当者記載のとおり

2次評価 一次評価のとおり


